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世界全体の規制オープンエンドファンド資産総額：* 88.0 兆ドル

米国

44.8兆ドル
ヨーロッパ

27.9兆ドル
アジア太平洋地域

10.2兆ドル
世界のその他の地域

5.1兆ドル

米国登録投資会社の純資産総額: 45.1兆ドル

ミューチュアルファンド

31.4兆ドル
上場投資信託(ETF)

13.4兆ドル

従来型クローズドエンド
ファンド

2,570億ドル

ユニットインベストメン
トトラスト

1,030億ドル

米国登録投資会社による保有率：

米国株式

33%

米企業・�
外国企業社債

24%

米国国債・政府機関債

19%

米国地方債

29%

コマーシャルペー
パー

25%

米世帯の米登録ファンド保有状況

ファンドを保有
する世帯数

7,600万

ファンドを保有す
る個人数

1億2,870万

ファンドを保有
する世帯の�
比率

56.4%

ミューチュアルファンドを
保有する世帯のファンド�
投資額（中央値）

125,000ドル

保有するミュー
チュアルファンド
数（中央値）

3

米国リタイアメント市場

リタイアメント�
市場資産総額

49.1兆ドル

税制優遇付き退職貯蓄を�
保有する世帯の比率

74%

確定拠出年金（DCプラン）
およびIRAのミューチュアル

ファンド投資額

14.7兆ドル

* 規制オープンエンドファンドはミューチュアルファンド、上場投資信託（ETF）、機関投資家向けファンドなどを含む。

データで見る



オンラインで閲覧可能
な統計データ一覧
このクイックファクトガイドは、2026年投資会社ファクトブックの各章からの重要な情報をハイライトし
ています。ICIのリサーチ部門は、オンラインで利用可能なインタラクティブチャートやExcelファイル形式
による多数の統計データ表も作成しています。これら一連の統計データには、米国のミューチュアルファ
ンド、上場投資信託（ETF）、クローズドエンドファンド、およびユニット・インベストメント・トラストに関
する過去情報が含まれているほか、世界中の規制対象オープンエンドファンドに関する情報も含まれてい
ます。

セクション1 
米国ミューチュアルファンドの合計 

セクション2 
米国のクローズドエンドファンド、上場投資信託
（ETF）、ユニットインベストメントトラスト 

セクション3 
米国長期ミューチュアルファンド 

セクション4 
米国マネーマーケットファンド 

セクション5 
米国ミューチュアルファンドの追加カテゴリー 

セクション6 
米国ミューチュアルファンド業界の機関投資家 

セクション7 
米国ミューチュアルファンドへの退職金口座投資 

セクション8 
米国登録投資会社 

セクション9 
世界の規制対象オープンエンドファンド合計

詳しくはこちら

2026 ファクトブック  
www.icifactbook.org

2026 ファクトブック 統計データ一覧 
www.icifactbook.org/26-fb-data-tables.html
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チャプター1 チャプター 
全文を読む 

世界の規制オープンエンドファンド
世界各地の投資家からは規制オープンエンドファンドに対する強い需要が見られます。投資信託を通じ
た投資に対する需要の高まりを受け、ファンドプロバイダーは、148,700本近い規制ファンドを提供するこ
とで投資家に幅広い選択肢を用意しています。多くの国で規制ファンド市場は発達が進んでおり、市場
競争は激化しています。この需要を反映して、世界中の純資産総額は増加し続けています。

世界全体の規制ファンド純資産総額は2025年末時点で88兆ドル
単位：兆米ドル（年末ベース）
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国や地域における規制ファンド市場の規模は、さまざまな要因を反映しています。これには、ファンドや
金融市場の規制の強さ、およびブローカー・ディーラー、銀行、アドバイザー、投資プラットフォームな
ど、規制ファンドへの投資家のアクセスを提供するディストリビューション網の整備状況が含まれます。

詳しくはこちら

世界全体の規制対象オープンエンドファンドの資産とフロー  
www.ici.org/research/statistics/quarterly-worldwide-mutual-fund-market
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米国は、世界の規制ファンドの
純資産全体のうち、最大のシェ
ア（51%）を占めています。

アジア太平洋地域

ヨーロッパ

米国

世界のその他の地域

https://www.ici.org/research/statistics/mutual-funds/quarterly-worldwide-mutual-fund-market


銀行中心の金融制度を持つ国では規制ファンド投資額がより少ない 
傾向 
歴史的に、一部の法域では銀行が金融セクターにおいて圧倒的に大きな役割を果たしています。欧州連
合（EU）と日本は、一般世帯が金融資産を規制ファンドよりも銀行の金融商品で保有する場合が多い法
域の2つの例です。対照的に、米国の世帯は資産の比較的小さい割合（11%）を銀行の金融商品で保有し
ています

米世帯は資産に規制ファンドが占める比率が高い
世帯の金融資産に占める比率（2025年末時点）
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規制ファンドは世界の金融市場にとって重要な資金源 
2025年末時点で規制ファンドによる保有率は世界全体の資本市場の28%を占めていました。残りの72%
は、各国中央銀行、政府系ファンド、年金基金、銀行、保険会社、ヘッジファンド、証券会社、一般世帯な
どの幅広い投資家による株式や債券の直接保有によるものでした。

規制ファンドは企業や政府、一般世帯の活動への資金調達に貢献
世界全体の株式・債券市場の比率（2025年末時点）

72%28%
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銀行預金と通貨

規制ファンド
国によって異なる公共政策と税制の
違いが、世帯が金融資産を銀行商品
と規制ファンドの間でどのように配
分するかの違いに寄与している可能
性があります。

他の投資家世界中の規制ファンド

米国 欧州連合（EU） 日本



チャプター2
米国登録投資会社
登録投資会社は米国資産運用業界の重要な構成要素の一部です。米国登録投資会社は米国の経済や
金融市場において重要な役割を担っており、またグローバル金融市場で担う役割の重要性も高まってい
ます。これらのファンドは、2025年末時点で45.1兆ドルの純資産総額を運用していました。その資産の�
大部分は1億3,000万人近くの米国個人投資家からの投資です。

投資会社の純資産の大半はミューチュアルファンドに投資
単位：10億ドル（2025年末時点）

$257$103

$31,382

$13,373

詳しくはこちら

ICI統計データ集  
www.ici.org/research/statistics

チャプター 
全文を読む 
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ユニットインベストメントトラスト

ミューチュアルファンド

従来型CEF 
（クローズドエンドファンド）

ETF 
（上場投資信託）

純資産総額: 
45,115ドル

https://www.ici.org/research/statistics


投資信託業界は過去数十年にわたって資産価値の上昇、個人資産の増加による一般世帯からの需要の
伸び、米国人口の高齢化、企業型年金制度の進化などにより力強い成長を遂げました。この期間を通し
て、投資会社は米国内金融市場の重要な投資家としての役割を果たしました。

一般世帯は投資会社の利用度が高め ― DCプランやIRAを通じた保有増が一因
世帯の金融資産の比率（年末ベース）
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米ファンドは国内金融市場の重要な投資家として株式・債券市場、マネーマーケットに投資資本を提供
2025年末時点の市場価値全体に占める割合
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登録投資会社に投資しているその他の世帯金融資産

IRAおよびDCプランが保有するミューチュアルファンド
401(k)プランをはじめとするIRAやDC
プラン内で保有するミューチュアルファ
ンドが増えたことが、過去30年で一般
世帯が投資会社を利用する度合いが高
まった要因の一つ。

2025年末時点で米ファンドは
米企業発行済み株式の33%を
保有。

米国株式 米企業・�
外国企業社債

米国国債・�
政府機関債

米国地方債 コマーシャル
ペーパー



詳しくはこちら

投資信託投資の月次動向  
www.ici.org/monthly-trends-in-mutual-fund-investing

チャプター3
米国のミューチュアルファンド
ミューチュアルファンドとは、株主（ファンド投資者）からの資金をまとめて有価証券のポートフォリオに
投資する投資会社のことです。2025年時点で、米国では7,270万世帯がミューチュアルファンドを保有し
ており、つまり個人投資家が1億2,320万人を超えていることを意味しています。これらの世帯は教育資金
や家の購入、老後などに向けた長期的な家計の目標を達するためにミューチュアルファンドを利用してい
ます。米世帯は長期ミューチュアルファンド純資産総額の大半（94%）を保有しています。

人口動態の変化、ポートフォリオのリバランス、米国・世界の経済や金融状況に対する投資家の反応は、
特定の種類のミューチュアルファンドだけでなく、ミューチュアルファンド全体に対する需要の変動を左
右する重要な要素であり、これらの要素は時を経て変化します。しかし過去10年間、一部の長期トレンド
は根強く続いています。

2025年の長期ミューチュアルファンドからの流出はマネーマーケットファンドへの流入によって一部
相殺された
単位：10億ドル（年次）
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チャプター 
全文を読む 
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純新規キャッシュフロー総額

マネー・マーケット・ファンド

株式、債券、およびハイブリッド・ミューチュアルファンド

https://www.ici.org/monthly-trends-in-mutual-fund-investing


ミューチュアルファンド需要に影響を及ぼす長期トレンド 
	» インデックス連動投資商品に対する投資家からの需要増。

国内株式ミューチュアルファンドから流出した資金の一部はETFに流入
国内株式ミューチュアルファンドへの累計資金流入額と国内株式ETFの純発行高 単位：10億ドル、（月次）
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注記: ミューチュアルファンドのデータは新規純資金流入額および配当再投資を含む；ETFの純発行高データは配当再投資を含む。

	» ポートフォリオのリバランス。目標とする資産配分を維持するために投資家は株式から債券、または
その逆に資産配分を変更する場合があります。例えばターゲットデートファンドは401(k)プラン参加
者がよく利用する投資の選択肢で、資産配分を時の経過に従って徐々に株式から債券に移します。

	» 集団投資信託（CIT）の拡大。CITは401(k)プランで提供されるミューチュアルファンドに代わる選択
肢として、401(k)資産の投資先として占める割合が上昇しつつあります。

大規模401(k)プラン資産の集団投資信託（CIT）投資額が増加傾向
CITが大規模401(k)プラン資産に占める比率
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注記: 大規模401(k)プランは、Form 5500 Schedule Hを提出したプラン（通常は参加者が100人以上のプラン）です。
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指数連動国内株式ミューチュ
アルファンド

アクティブ運用 
国内株式ETF

インデックス連動国内株式ETF

アクティブ運用国内株式ミュー
チュアルファンド



チャプター4
米国の上場投資信託 (ETF)
ETFは、市場全体、特定のセクターや地理地域、特定の投資戦略に対するエクスポージャーを調整したい
投資家にとって、利便性が高くコスト効率のよいツールです。過去10年で、機関投資家だけでなく個人投
資家も投資の選択肢としてETFを利用することが増えてきたため、ETFへの需要は大幅に伸びつつありま
す。ETFの純発行額は、2024年の1.1兆ドルから2025年には1.5兆ドルへと大幅に増加し、過去最高となり
ました。

2025年にETFの純発行高が過去最高の1.5兆ドルに急増
純発行高、単位：10億ドル（年次）
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注記: 純発行データは配当再投資を含む。

ETFが普及している理由の一つに、ETFを顧客のポートフォリオに組み入れる証券会社やファイナンシャ
ルアドバイザーが増えていることがあります。2024年にはフルサービス証券会社とフィーベース型アドバ
イザーはそれぞれ顧客の世帯資産の35%と49%をETFに投資していました。これは2014年の10%と17%と
比べて大幅な増加です。

詳しくはこちら

ETFリソースハブ  
www.ici.org/ResourceHubs/exchangetraded-funds

チャプター 
全文を読む 
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備考: 純資産総額
単位：兆ドル（年末時点）

https://www.ici.org/ResourceHubs/exchangetraded-funds


個人投資家はETF取引の大部分が行われるセカンダリーマーケット（取引所など）を通じてETFを取引し
ます。ETFセカンダリーマーケットでの取引は米証券取引所など取引場所での出来高全体の大きな割合
を占めていますが、平均では2021年末まで比較的横ばいで推移していました。2022年には出来高に占め
るETFの割合がやや増えたものの、これは市場ボラティリティが高かったことに関係していると思われ
ます。これは投資家が投資リスクを素早く移転またはヘッジするためにETFを利用することが多いためで
す。この割合は、市場のボラティリティ緩和に伴って2022年のピークから低下し、2025年には平均28%と
なりました。

2025年において、ETFのセカンダリーマーケット取引は米国株の日次取引全体の平均28%を占めた
米国株式市場出来高合計にETFが占める日次平均シェア 単位：パーセント（年次）

2025202420232022202120202019201820172016
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32%
30%

27% 28%

ETFに投資する人とは？

2025年には2,000万近くの米国世帯が
ETFを保有

ETF保有世帯は若年層が多く、世帯の 
金融資産が比較的多い傾向にある

ETF保有世帯は投資リスク許容度が比較的高い

54%
ETF保有世帯の54%が、平均を上回るか、
または相当なリスクを負う用意がある

25%
全米の世帯の25%が、平均を上回るか、
または相当なリスクを負う用意がある

 92026年投資会社ファクトブック: クイックファクトガイド



チャプター5
米国のクローズドエンドファンド
クローズドエンドファンド（CEF）には、従来型ファンド、インターバルファンド、テンダーオファーファン
ド、ビジネス・デベロップメント・カンパニー（BDC）の4種類があります。従来型CEF（ならびに一部のイン
ターバルファンドとBDC）は、取引所に上場されるか、または相対取引市場で取引される受益権を一定口
数発行します。これ以外のCEFは、テンダーオファーファンド、ほとんどのインターバルファンド、BDCと同
様に、取引所に上場されることはなく、継続的に純資産価額で受益権を販売することが許可されていま
す。CEFの資産は専門の運用者がファンドの投資目的やポリシーに従って運用を行い、株式や債券、さら
にはプライベート市場資産を含むその他の有価証券に投資する場合があります。CEFは日次で解約の対
応に追われることがないため、手元現金を維持する必要がほぼなく、各戦略を通常フルインベストメント
にすることが可能です。CEFの資産総額は2025年末時点で7,910億ドルでした。

インターバルファンド、テンダーオファーファンド、BDCは近年隆盛
年末時点
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711724 737 756
791 816

詳しくはこちら

クローズドエンドファンド市場（2025年）  
www.ici.org/files/2026/per32-03.pdf

10 // 米国のクローズドエンドファンド

チャプター 
全文を読む 

BDC

テンダー・オファー・ファンド

インターバルファンド

従来型CEF

資産総額
単位：10億ドル

ファンド本数

https://www.ici.org/files/2026/per32-03.pdf


CEFとミューチュアルファンドの違いとは？

上場CEF 非上場CEF ミューチュアルファンド
	» 一定口数の受益権を発行する

	» ETFと同様にセカンダリーマーケッ
ト（取引所など）で取引される

	» 資産に対する流動性制限がない
（つまり戦略をフルインベストメン
トにできる)

	» 従来型CEF、一部のインターバル
ファンド、一部のBDCを含む

	» 多くの場合継続的に販売される

	» 定期的に（毎四半期など）解約を
処理する

	» 予定された解約に対応するために
必要な流動性資産を保有する必
要がある

	» テンダーオファーファンド、大部分の
インターバルファンド、一部のBDC

	» 継続的に販売される

	» 1日に1度、米国東部時間午後4時
に解約を処理する

	» 純資産のうち最大15%が非流動性
資産の場合がある（ただし非流動
性保有資産の比率はそれを下回る
場合が大半）

セカンダリーマーケットでの従来型CEFの取引
従来型CEF受益権の市場価格は、他の上場有価証券と同様に変動し、市場での需要と供給によって決�
まります。そのために純資産価額（NAV）を上回る、あるいは下回る価格で取引される場合があります。�
従来型CEFはNAVよりも低い価格で取引されることが多く、これをディスカウントで取引されていると言
います。

従来型CEFはNAVよりディスカウントで取引されることが多い
プレミアム/ディスカウントレート 単位：パーセント（月末時点）

-20

-15

-10

-5

0

5

2005 2010 2015 2020 2025

注記: プレミアム/ディスカウントレートは月末時点の受益権価格とNAVパーセント差の単純平均。

CEFに投資する人とは？

2025年には米国の440万世帯が 
CEFを保有

CEFを保有する世帯の金融資産は、 
全米中央値以上の傾向がある

CEF所有世帯は投資リスク許容度が比較的高い

53%
CEF保有世帯の53%が、平均を上回るか、�
または相当なリスクを負う用意がある

25%
全米の世帯の25%が、平均を上回るか、�
または相当なリスクを負う用意がある
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チャプター6
米国ファンド経費・手数料
米国のファンドは投資家に多くの投資関連サービスを提供します。これらのサービスに対して主に2種類
の経費と手数料が発生します。それは継続的な費用と販売手数料です。米ミューチュアルファンドに投資
した場合に支払う平均経費率（つまり継続的な経費）は以前に比べて大幅に低下しています。

株式・債券ミューチュアルファンドの平均経費率は2000年比では大幅低下
資産加重平均（パーセント）

20252000 20252000

60% 53%
0.99

0.40

0.76

0.36

ミューチュアルファンド経費率が幅広いのには複数の理由がある 
	» 規模の経済: 大規模なファンドでは固定経費が全体のファンド資産に占める比率が小さいため、�
当然ファンドの経費率が低下します。

	» 専門化: 特定の資産クラス（例えば小型株、セクター株）は他資産クラスよりも綿密なリサーチが必
要なため、ファンド運用のコストが上がります。

	» ロードとノーロードの違い: ノーロードファンドでは、販売や運用に対する報酬が資産ベース型手数
料で直接支払われることが多いため、経費率が低い傾向があります。

詳しくはこちら

ファンド経費・手数料のトレンド  
www.ici.org/system/files/2026-03/per32-01.pdf

チャプター 
全文を読む 
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国内株式ミューチュア
ルファンドの経費率

債券ミューチュアルファ
ンドの経費率

https://www.ici.org/system/files/2026-03/per32-01.pdf


ミューチュアルファンド長期投資で12b-1手数料のないノーロードファンドを選ぶ投資家が増加
長期ミューチュアルファンド総売上高に占める比率（年次）

46

9288

68

202020102000 2025

ミューチュアルファンドの投資家と同様に、ETFに投資する投資家には経費率が平均よりも低いファン
ドを選ぶ傾向があります。2025年では、株式指数ETFの単純平均経費率は0.45%、資産加重ベースの�
平均経費率は0.14%でした。

インデックスETFの平均経費率は2009年以降大幅に低下
資産加重平均（パーセント）

20252007 20252007

59% 64%0.34

0.14

0.25

0.09
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インデックス株式ETFの� 
経費率

インデックス債券ETFの� 
経費率

2009年から 2009年から

401(k)プランなどの退職貯蓄口座の�
資産残高が伸び、退職貯蓄口座からの
安定した資金流入が増えていることに
加えて、金融サービスの報酬を資産ベー
ス型の手数料で支払うケースが増加し
ていることが長期トレンドの背景。
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米国ミューチュアルファンド 
投資家の特徴 
ミューチュアルファンドを保有する世帯は、あらゆる世代、所得層、民族グループからなる米人口の広い
範囲を占めています。ミューチュアルファンドの保有は時間とともに増加し、特に低所得および中所得世
帯の間で顕著です。ミューチュアルファンドに投資している人は第一の貯蓄目標として退職後の備えを挙
げています。ミューチュアルファンドは米世帯が金融資産を築く重要な方法です。2025年には米世帯の
53.9%、つまり7,270万世帯（1億2,320万人の個人投資家に相当）がミューチュアルファンドを保有していま
した。

ミューチュアルファンド保有世帯の「典型的な」世帯主の人物像

中年で定職があり学歴がある
ミューチュアルファンドを使って�

退職資金を貯蓄 

中程度の世帯所得
少なくとも1つの株式ミューチュアル

ファンドを保有

初めてミューチュアルファンドを購
入したのは企業年金制度を通じて

世帯の総金融資産(自宅を除く)の
半分以上をミューチュアルファンド

に投資

詳しくはこちら

2025年ミューチュアルファンドの保有と株主センチメント 
www.ici.org/files/2025/per31-08.pdf

チャプター 
全文を読む 
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https://www.ici.org/files/2025/per31-08.pdf


ミューチュアルファンド保有世帯は十分な情報に基づいて意思決定を行う

93% 
がファンドの投資目的�

を確認する

95%
がファンドのリスクプロ
ファイルを検討する

95%
が指数と比較したファン
ドの運用成績を検討す

る

95%
がファンドの手数料と�
費用を確認する

世代別に見るミューチュアルファンドの保有状況 
あらゆる世代の世帯がミューチュアルファンドを保有していますが、2025年にミューチュアルファンド保
有世帯のうち最も大きな割合を占めたのはベビーブーム世代でした。これはこの世代の人口規模が大き
いだけでなく、ミューチュアルファンドの保有率が高いことも反映しています。次に大きな割合を占める
ミューチュアルファンド保有世帯は、X世代とミレニアル世代でした。

これらの世帯がどのようにミューチュアルファンドを保有しているかは、投資ライフサイクルのどの段階
にいるかによって決まる場合が多く見られます。若い世代はキャリアが浅い場合が多いため、企業年金
制度内でのみミューチュアルファンドを保有する傾向があります。アメリカではキャリアを積み重ねるな
かで転職した際に退職貯蓄をIRAに移管させることが可能です。そのため年配の世代では企業年金制度
以外でファンドを保有することが多くなります。

ミューチュアルファンドの保有は全世代に及ぶが、保有傾向は世代ごとに異なる
世代別に見る米国世帯のミューチュアルファンド保有率、2025年 ミューチュアルファンドを保有する米世帯が占め
る世代別の比率（2025年）

Baby Boom GenerationMillennial Generation

40

42

18

14

50

36

6%6%

26%

28%

34%Total net 
assets:

$45,115

詳しくはこちら

2025年ミューチュアルファンド投資家の特徴 
www.ici.org/files/2025/25-rpt-profiles.pdf
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幅広い全世代がミューチュアルファンドを保有 ミューチュアルファンド保有の内訳

企業年金制度以外のみ

企業年金制度とそれ以外の両方

企業年金制度のみ
Z世代 沈黙の世代

ミレニアル世代 ベビーブーム世代

ベビーブーマー世代
ミレニアル世代

X世代
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米の退職・教育資金貯蓄 
米国年金制度は多くの構成要素により成立
社会保障年金制度は米退職者に幅広い基盤を提供するもので、これを企業年金制度やIRAといった退職
貯蓄が補完します。

退職目的に備えた資産は米世帯の金融資産の1/3超を占めており、多くのアメリカ人は税制優遇付き�
退職貯蓄口座でミューチュアルファンドを保有しています。2025年末時点では、IRA（19.2兆ドル）とDCプ
ラン（14.2兆ドル）は米国リタイアメント市場（49.1兆ドル）の68%を占めており、これらの口座ベース退職
資金の44%がミューチュアルファンドに投資されていました。さらに、インフレ調整後の世帯あたり退職
資産は、半世紀前と比べて9倍超となっています。

IRAとDCプランは米国リタイアメント市場にとって極めて重要
資産 単位：兆ドル（2025年末時点）

AnnuitiesFederal
DB plans

State and
local government

DB plans

Private-sector
DB plans

Other
DC plans

401(k) plansIRAs

3.3
6.7

3.14.1

10.1

19.2

2.6
0.10.31.5

5.87.4
1.4
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その他の資産

IRA
(ロールオーバーを含む)

企業年金制度
（確定給付型年金および確定拠出型年金）

持ち家 

社会保障制度

その他の投資

ミューチュアルファンド

IRA その他の�
確定拠出型�
年金

州および州�
地方自治体の�
確定給付型年金

401(k) 
プラン

民間部門の�
確定給付型年金

連邦政府の
確定給付型年金

個人年金
保険



米国年金制度は退職後の所得代替率の維持に効果的
アメリカ人の多くは引退後も50代後半当時の手取り収入と比較して高い割合の手取り収入を維持してい
ることが、ICIエコノミストによる税データの分析から示されています。

HighMiddleLow

103%
93%

84%

401(k)プランは強力な貯蓄・投資ツール
最も普及しているDCプランの種類は401(k)プランです。DCプラン参加者は、貯蓄に関わる恩典（給与天
引き、税制優遇措置など）やプランが提供する運用商品ラインアップを高く評価しています。

10.1兆ドル
401(k)プランの資産残高

92%
401(k)プラン参加者の�
プランに雇用主マッチング

拠出がある割合

平均 

29
401(k)プランが提供する運

用商品の数

71%
401(k)プラン参加者の�

うちターゲットデートファン
ドに投資する人の割合

IRAは米世帯にとって退職貯蓄のカギ
2025年には6,000万近くの米世帯がIRAの口座を保有していました。その内訳としては従来型IRAが最も
多く、次がRoth IRAでした。以下に従来型IRAおよびRoth IRA保有動向の特徴を一部紹介します。

従来型IRA Roth IRA

	» 資産残高15.9兆ドル

	» 3/4超がロールオーバー（移管）による口座開設

	» 保有者の多くはすでに退職戦略を計画済み

	» 資産残高2.4兆ドル

	» 3/4近くが拠出による口座開設

	» 保有者は年齢層が若く、株式の投資比率が高め

詳しくはこちら

米国における退職支援: 誰に恩典があるのかについて社会通念となった誤解を払拭する   
www.ici.org/how-america-supports-retirement-challenging-the-conventional-wisdom-
on-who-benefits

 172026年投資会社ファクトブック: クイックファクトガイド

低所得者は社会保障に依存
する割合が高いが、50代後
半の可処分所得の大きな割
合を置き換えている。

全体として、個人の�75%がIRA、
確定給付型または確定拠出型の
企業年金制度、または年金保険
（直接または配偶者を通じて間
接的に）から収入を得ている。

低所得 中所得 高所得

https://www.ici.org/how-america-supports-retirement-challenging-the-conventional-wisdom-on-who-benefits
https://www.ici.org/how-america-supports-retirement-challenging-the-conventional-wisdom-on-who-benefits
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